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※ 本事例集は「平成 29 年度⽂部科学省委託調査」である「大学経営を踏まえた施設の戦

略的リノベーション及び保有資産の有効活⽤に関する調査研究」から抜粋したものであ

る。 





 

はじめに 

  

国 ⽴ ⼤ 学 法 ⼈ 等（ ⼤ 学 共 同 利 ⽤ 機 関 法 ⼈ 、独 ⽴ ⾏ 政 法 ⼈ 国 ⽴ ⾼ 等 専 門

学 校 機 構 を 含 む 。） の 施 設 は 、 創 造 性 豊 か な ⼈ 材 養 成 、 独 創 的 ・ 先 端 的

な 学 術 研 究 の 推 進 な ど 国 ⽴ ⼤ 学 法 ⼈ 等 の 使 命 を 果 た す た め の 基 盤 で あ

り 、そ の 施 設 の 整 備 充 実 を 図 っ て い く こ と は 、我 が 国 の 未 来 を 拓（ ひ ら ）

き 、 我 が 国 を 成 ⻑ ・ 発 展 へ と 導 く も の で す 。  

⽂ 部 科 学 省 で は 、「 第 4 次 国 ⽴ ⼤ 学 法 ⼈ 等 施 設 整 備 5 か 年 計 画（ 平 成

28 年 3 月 29 日 ⽂ 部 科 学 ⼤ 臣 決 定 ）」を 策 定 し 、国 ⽴ ⼤ 学 法 ⼈ 等 の 機 能

強 化 に 対 応 す る た め の 施 設 整 備 の 基 本 的 な 考 え ⽅ と し て 戦 略 的 リ ノ ベ

ー シ ョ ン を 推 進 し て い ま す 。  

ま た 、 国 ⽴ ⼤ 学 法 ⼈ 法 の ⼀ 部 を 改 正 す る 法 律 （ 平 成 28 年 法 律 第 38

号 ）に よ り 、国 ⽴ ⼤ 学 法 ⼈ 及 び ⼤ 学 共 同 利 ⽤ 機 関 法 ⼈ が 土 地 等 の 保 有 資

産 を 第 三 者 に 貸 し 付 け 、そ の 対 価 を 教 育 研 究 水 準 の ⼀ 層 の 向 上 に 必 要 な

費 ⽤ に 充 て る こ と が 可 能 と な り ま し た 。  

こ れ ら を 踏 ま え 、⽼ 朽 改 善 と と も に ス ペ ー ス 創 出・再 ⽣ の た め に ト ッ

プ マ ネ ジ メ ン ト に よ る 集 約 化 等 を 実 施 し て い る 戦 略 的 リ ノ ベ ー シ ョ ン

の 整 備 事 例 や 、国 ⽴ ⼤ 学 法 ⼈ に 加 え 、私 ⽴ ⼤ 学 や 地 ⽅ 公 共 団 体 等 に お け

る 土 地 等 の 資 産 活 ⽤ の 事 例 に つ い て 、 平 成 29 年 度 に 委 託 調 査 を ⾏ い 、

本 事 例 集 を と り ま と め ま し た 。今 後 の 国 ⽴ ⼤ 学 法 ⼈ 等 の 施 設 整 備 等 に お

い て 、本 事 例 集 が 積 極 的 に 活 ⽤ さ れ 、良 好 な 教 育 研 究 環 境 の 整 備 充 実 に

つ な が る こ と を 期 待 し ま す 。  

 
 
 
 

1


